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令和５年度 第３回石巻市ＤＸ推進本部会議要旨 

 

日時：令和５年８月２５日（金）    

午後３時１０分～午後３時４０分 

会場：庁議室             

 

 

[審議事項] 

１ 地方公共団体情報システムの統一・標準化に向けた取組の一層の推進に向けた 

対応について 

 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号）（以

下「標準化法」という。）に基づき、地方公共団体は標準化基準に適合したシステ

ム（以下「標準準拠システム」という。）の利用が義務付けられ、さらに、そのシ

ステムについては、ガバメントクラウド（※１）を利用することが努力義務とされ、

標準化法に基づく国の基本方針では、標準準拠システムへの移行期限が令和７年

度までとされた。 

 

※１ ガバメントクラウド 

デジタル社会形成基本法（令和３年法律第３５号）第２９条に規定する「全ての地方公共団体が官民

データ活用推進基本法第２条第４項に規定するクラウド・コンピューティング・サービス関連技術に係

るサービスを利用することができるようにするための国による環境の整備」としてデジタル庁が調達

するクラウド環境のこと。 

 

総務省では、全ての地方公共団体が期限までに移行が完了するために地方公共

団体の進捗状況を毎月調査しており、さらに本年５月、デジタル庁及び総務省から

「地方公共団体情報システムの統一・標準化に向けた取組の一層の推進等につい

て」が発出され、本年度の標準化に係る作業目標と具体的な作業の完了時期として、

「Fit＆Gap 分析（現行システムと標準準拠システムと仕様の差の分析）による課

題の洗い出し」が令和５年９月末まで、「ベンダ（※２）の選定・決定」が令和６

年３月末までと具体的に示されたところである。 

本市における「Fit&Gap 分析による課題の洗い出し」や「ベンダの選定・決定」

に必要な情報収集（RFI（情報提供依頼））の進捗状況は、標準化対象２０業務ほぼ

全てで完了せず、国が示すスケジュールに照らした場合、作業が遅延している状況

となっている。 

※２ ベンダ    

ハードウェアやソフトウェア等の製品やサービスに責任を持つ事業者のこと。 
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特に「Fit&Gap 分析による課題の洗い出し」の結果が判明しない限り、システム移

行に際し、予算が伴う業務がどれだけ必要になるかも判明しないため、予算要求のた

めの精度の高い見積もりをベンダから取得することもできず、令和６年度当初予算

に経費を措置する必要がある場合は、支障が生じることが想定される。 

作業遅延の背景としては、システムの調達事務に詳しくないまたは慣れていない

職員がほとんどであり、通常業務も行いながら慣れない作業を行っていることが原

因と考えられることから、進捗管理を行う ICT 総合推進課では、システムの更新や調

達事務に詳しくないまたは慣れていない職員が移行作業に取り組みやすくするため、

宮城県が実施する市町村 DX 推進支援事業を活用し、国が示す標準化作業に係る手順

書よりさらに踏み込んで、本市における作業内容の具体化や定型化、作業を進めるう

えでの基本的な考え方の整理に取り組むこととした。 

 

これまで担当課が個別に検討するとしていた「ガバメントクラウドの利用」及び

「システムベンダの選定・決定」について、基本的な考え方を整理することで、担当

課の作業負担軽減と標準準拠システムへの移行作業の円滑化を図ることとするもの。 

（１）主な内容 

 ア ガバメントクラウドのクラウドの利用に係る考え方の整理 

   本市における標準準拠システムの移行にあたっては、ガバメントクラウドを

利用する。 

   ただし、移行時においてガバメントクラウドの利用が困難であるという明確

な理由がある場合は、ガバメントクラウドの利用環境が整った段階で速やかに

ガバメントクラウドの利用を検討し移行するものとする。 

イ ベンダの選定・決定に係る考え方の整理 

   本市におけるベンダの選定・決定にあたっては、RFI（情報提供依頼）を活用

して収集した情報を分析し、令和７年度中に標準準拠システムへ移行するスケ

ジュールに支障が出ないよう、収集した情報の分析結果から選定・決定手法を合

理的に判断する。 

 

（２）今後の予定 

  担当課において、国から示された作業目標及びスケジュールに沿う形で移行作

業を進める。 
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２ 「石巻市情報セキュリティポリシー」の改正について 

本件は令和５年度第２回ＤＸ推進本部で既に審議をいただいているが、情報セ

キュリティインシデントの具体的定義がなされていないとの指摘があり、追加す

ることが必要となった。 

個人情報保護法に基づいた情報セキュリティインシデントを追加定義するも

の。 

（１）主な内容 

情報セキュリティインシデントを定義するため、以下を追加する。 

 

石巻市情報セキュリティポリシー 

第２章 情報セキュリティ対策基準 

５ 人的セキュリティ 

(３) 事故、欠陥に対する報告 

ア 職員等は、次の事項に該当する場合は、情報セキュリティインシ

デントとして取り扱い、速やかに対応しなければならない。 

(ｱ) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律第二十九条の四第一項及び第二項に基づく特定個

人情報の漏えい等に関する報告等に関する規則（平成２７年特

定個人情報保護委員会規則第５号）第２条に規定される事態 

(ｲ) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）に違反する事案又は

違反のおそれのある事案 

(ｳ) 個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個人情報

保護委員会規則第３号）第４３条に規定される事態 

(ｴ) 情報資産に対する攻撃やシステム障害が発生した場合又は攻

撃が起こり得る情報を入手した場合 

(ｵ) 情報資産の漏えい、盗難、毀損、滅失等 

(ｶ) 書類等の紛失、盗難、誤送付等 

(ｷ) その他ＣＩＳＯが情報セキュリティインシデントとして認め

る事案 

 

（２）今後の予定 

令和５年９月 石巻市情報セキュリティポリシーの全部改正 

（令和５年９月１日施行予定） 

 

 

[その他]   特になし 

 

 

以上 


